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ascommerceandservices，Whereboostingproductivi吋WaSratherimpossible．Inordertoretain  
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年増大率は高い年には1956年37．9％，1957年27．5   
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％，1960年44．4％，1961年27，8％．1967年28．6％  
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点を限定lり 分析に課題を限定する。  
Ⅱ 二賃金コ認卜と卸売物価   





年のその上昇の主因は鉄鋼市場価格の上昇（前年   

























労働生産性の動向に着眼しなければならない。   








記録していた6）（囲3）。   







R   






















造業，窯業においては中小企業が多く，その労働   
1956 57 58 59 60 61 62 63 64 65 66 一う7 6日 69年   
〔出所〕日本銀行統計局『定訳統計年報』各年版  
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19万円から1961年25．8万円，1964年38．1万円，1967   
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嚢1 業種別の付加価値額，現金給与総額及び従業員数  
（単位：10万円，万人）  
イ寸 加 値  給 与  i竃 業  1寸 加 価  葺  従 業  f寸 加 r西  紹 与  従 二jこ  †寸 加  ‡戸宕 与  i養 基  †寸 カロ  指 与  盲進 菜  r寸 如  さ1盲 与  璧 ±十三  
牢                                                           値 写頴  総 訴  島 数  偵 買戻  存意 包耳  畠 数  匿 言行  総 頚   員， 故  輌 佑 吉日  長塩 領  毘 牧  偏 値： 吉頁  龍 雀再  毘 ∵炊  †面 1直 領  総 克自  貞 〕鼓  
鋳鋼  機械  化学工業  擁維  良品料  製造工業   
1957  280  1＝‥  29  2D4  90  38  314        104  76  188    28  2448  β87  404   
1958  188      252  116  52  309  106  38  2Bl  132  109  306  柑    2865  1171  604   
1959  365  146  38  422  1∈〉9  55  520  130  39    137  矧〕  ヨ83  74  40  4066  1367  
1960  314  124  42  326  141  73  418  118  43  365  146  109  335  100  69  3646  lニ〕6l  760   
1961  533  198  4B  66巨l  261  83  636  163  46  517  209  117  483   
6口7  178  糾  665S  2473  845   
196三；  576  225  47  783  339  91  iO46    50  277  277  126  839  224  97  9119  2924  929   
883  318  69  945  225  46    234  83  554    54  7474  2662  
1965  624  286  47  ト丁り  335  67  1009  250  47  666  315  104  日31  268  82  S9D口  3485  
1966  737  313  47  996  431  80  1166  281  46    346  10三i  993  310    10527  39：〕S  858   
1967  1061  373  49  1三ヒ98  513  85  1470  315  47  873  372  10〔I  1125    朗  13124  4557  883   
1968  1062  445  52  i803  686  110  1729  368  49  1117  466  128  14：う6  44三∃  11▲1  16763  5S＄4  1086   
1969  1434  535  54  2304  881〕  127  2187  434  49  1280  545  127  1664  510    205剥〕  717S  1141   
〔出所〕日本銀行統計局「経済琉計年報」各年駆（  
表2 製造工業従業員1人当たり付加価値及び労働分配率  
（単位：万円．％）  
ノ、  ノ＼  ノ、  塵 岩  結こさ 真裏  同 百己  
ロ  ノ、 括芋  ノ′′＿ノ＼ 貰買  ニフナ 酉己    鷹薫  Lノ、－ 誓2  二づ■ 百己   磋岩  ．・⊥ノ、 軍岩  二ち， 自己  臼  t トナ  遠 量  Lト   カロ  二≦≡二  リ †寸  禰 品  制1  立≧  力□  壷二  加  り  r寸  わリ  
鉄鋼  機械  化学工業  訟維  食品料  製造工業   
1957  92  32  34．8  51  21   41．0  Bl  27   83．a  3D  12  40．0  46  柑  28．3  50  19  38．0   
1958  59  33  那．9  亜  22   45．8    8  34．1  27  田  48．1  47  1ヰ  29．8  47  19  40．4   
15  39．4  6ヰ    26．6  64  23  35．9   
196（）  86．8  34．4  39．6    23．7  43．1  103．7  29．3  28．3  33．5  13．4  40．1  亜．4  1ヰ．4  29．8  54  20．2  37．4   
1961  112  4l．5  87．1  8D．2  31．4  a乱2  139．2  35．5  25．6  ヰ4．2  17．9  40．6  60．5  18．2  30．1  73．2  25．8  36．3   
1962  89．2  45－1  60．6  89  35．1  39．4  145．1  39．9  27．6  亜．β  20．8  42．6  72．1  21．2  29．4   
1963  1〔）5．9  49．8  47  100．5  40．3  4tし1  1Sl，9  45．2  24．8  62．3  25．6  41．1  103．5  27．9  27  10l．5  35．8  35．2   
24．1  62  27．4  44．2  91．5  29．5  32．3  1」〕3．3  38．1  ∂7   
1965  134  62  46．2  105  40   38．0  213  24．8  鋸  3（】  4（；．9  1n三≧  33  32．4  1n7  把  39．3   
1966  161．8  68．2  42．2  129．5  田  42．6  ヱ61．8  61．7  24  74，7  35．3  47．2  1：≡9  39．1  80．∂  1二i乱5  4乱6  36．4   
1967  218  77  35．3  177  6三三   36．0  313  67   21．4  さ7  37  42．6  13：i  41  80．8  149  52  34．9   
1968  207  87  42．0  186  70   149  46  鋤一g  170  59  34．7   
1969    104  3了．3  232  85   36．6  47〔」  90  19．1  113  52  46．0  194  56  28．9  217  72  3≡l．2   
［出所〕計本繹行潤計局「経済統Jl‘年報」各年順∪   
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Ⅱ 消費者物傾  
国民総所得は1955年の8兆3990億から1958年11   





















































以降5％台の年率で上昇していた（回5）。   























を得ないからである〕   
図1に示されている廻り，1955年から1960年に  
かけて消費者物価は小売物価の動きに非常に近い  
推移を示していた1封が．1955～60年の間の上昇率   
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図6 エ業製品消費者物価及びサービス価格の推執前年比   
％  
すなわち各種機械産業を中心とする重化学工業の  






































製品が登場し ，また家電製品を中心とする耐久消   





























































































業まで波及していった。   
それでは，そのような賃上げの部門間波及の背  
景には何があったのか，そしてその結果何がもた  





















































































民間大手の不動産企業・建設会社が一斉に都市郊   
Ⅴ 窯質質金と生活水準の上昇   
一緒びにかえて一  
卸売物価と小売。消費者物価との上昇率の蔀離  
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た。しかし，国際収支が均衡を回復した1968年5   
日以降は景気拡大のなかで黒字基調が続くことと   
なった。それについて次章で詳しく取り上げる。  
4）本稿の対象である1955～69年の間は固定為替相   
場制がとられており，為替相場の変動それ自体は   
輸入価格を左右する主要な要因とはなりえなかっ   
た〕したがって，主に素原材料として流動資本コ   
スト（輸入舶格）の変動を呼び起こしていた要田   
は国内の景況を含む世界市場の需給の変化だけで   
あり，ここではそれを扱わないl〕  
5）それは．1956年夏ごろからまず鉄鋼，電力，輸   
送力が隠路として現れ，資材・資源が逼迫して，   




7）製造業大企業の業種の中で繊維や食料品のよう   
に比較的生産性上昇の「鈍い」ものもあったし，   
また逆に製造業中小企業の中には電子部品産業の   
ように生産性上昇率の高かったものもある。また   
非製造業でも電力業等では生産性上昇が著しかっ   
た．二．しかし，大観すれば日本経済のなかで生産性   
上昇の高かった分野は製造業大企業であった。製   
造業平均で年率15％の上昇を見せても）たが，とく   
に石油化学製品，自動車，通信機械。電気機械な   
どの生産性上昇率が高かった（経済企画庁『経済   
白劃昭和46年版，p．141）。  
8）同，p．147。  
9）他方では，中小企業の中には，量産効果の働く   
成長商品を手がけて中堅企業や大企業に成長した   
企業もあり．新しい技術や商品を開発して高い生   
産の伸びを実現していた中小企業もあった。その   
なかで製造業について，新聞業等のように新しく   
多様化された需要が生まれた業種，音楽，レコー   
ド，セメント製品などのように技術・設備が中小   
企業にも波及した業種，電気・事務用機械などの   
ように最終製品が複雑化し，部品数が増えた業種   
で，中小企業の活動分野が広がっていた（同，pp．  
149，152）。  
10）前掲『経済統計年報』1965年版，Pp．317－318；   
同，1972年版，p．261。  
11）従業員に支払われる現金給与総領の推移をみて   
も，1957年から1969年にかけて労働生産性の向上   
に伴って増大した付加価値の一部からなる現金給   
与総額は，増加する余地ができ，一方的な拡大傾   
向を示した（表2）。  
12）前掲『経済統計年報』各年順のデータによる。  
13）同じ期間で実質賃金は1957－59年の間7．2％上昇   
した（前掲『経済統計年報』1961年版，p．301）．＝  
14）同じ期間で実質賃金は22．3％上昇した（同，1972   
年版，p．257）。  
15）前掲『経済統計年鑑』2002年牌，232ページの長   
図7 耐久消費財の普及率  
トーチレビ  
ーーー トランジス  
ターラジオ  
＋カメラ  
脚脚 乗用卓  
電気冷蔵庫  
・・－－－ 毛気洗濯灘  
1964  65   66   67   6S   69年2月  
















1）昭和31年度版『経済白書』は，昭和30年度の経   
済について戦前のGNPを上回る水準にまで経済は   
復興したとして，もう戦後ではないと宣言した。  
2）週刊東洋経済『経済統計年鑑』1980年臨時増刊，   
p．18を参照。  
3）1955年から1969年にかけて国際収支は，1957年  
（△504百万ドル），1961年（△952），1963年（△161）   
－64年（△129），1967年（△571）に赤字となり，   
金融引締めが行われた。すなわち，1955年から1969   
年にかけて経済成長や民間設備投資はその期間を   
通じて山と谷を大体同じパターンで繰り返してい  
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期データ参照。  




19）以下のデータは．企画庁調査局編『経済要覧』1971   
年版，前掲『経済統計年報』各年版，労働力調査   
のデータに基づく。  
20）前掲『経済要覧』1971年版，労働力調査のデー   
タに基づく。  
21）前掲『経済統計年報』1965年版，1972年販のデ   
ータによる。  






27）高須賀氏は産業間の生産性格差から生まれた卸   
売物価と消費者物価の売離上昇を「生産性格差イ   
ンフレーション」と定義した（高須賀義博『現代   
日本の物価問題』新評社，1975年，p．18参照）。し   
かし，それは正しくは以上論じてきたように，生   
産性向上度（＝上昇率）の格差から生まれたこと   





31）同，pp．23－24。   
